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172,833            移替先

Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４

交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

合計  317,924  317,163  103,269  202,560  11,334  -  - 761 

令和6年度住民税均等割非課
税世帯（3万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠
等）

1 R6_補正 低所得 ○ ○ ○
定額減税補足給付金不足額
給付事業

Ⅱ．物価高の克服 ○ －  213,896  213,894  -  202,560  11,334  -  2

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　4796世帯×30千円、子ども加算
476人×20千円、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）の対象者
9200人　(220160千円）　　のうちR7計画分
事務費　11336千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委
託料　人件費　その他　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（4796世帯）、定額減税を補足する
給付（うち不足額給付）の対象者数（9200人）

－ ○ － R7.4 R8.3 対象世帯に対して令和7年8月までに支給
を開始する

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連しな
い

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
2  -  -

令和６年度低所得世帯支援枠
等関連の給付費

（家計急変への横出し等・R6補
正）

3  -  -

事務費
（上乗せ・横出し）

4  -  -

5 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
地域公共交通活性化推進事
業

Ⅱ．物価高の克服 ○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対
する支援

 8,320  8,318  8,318  2

①地域公共交通事業者等に対して、エネルギー価格等の高騰による負
担を軽減する。
②補助金
③バス・タクシー事業者　６事業者　路線の距離、燃料高騰額に応じた
援（国際興業547.8万円、東武バス26.4万円、西武バス22.6万円、川越
観光自動車24.2万円、高麗川交通52.1万円、日高ハイヤー88.9万円）
　地域お助け隊等　７団体×移送活動支援に対して一律１０万円
④バス・タクシー事業者（６事業者）、地域お助け隊５地区、武蔵台、横
手台

－ － － R7.4 R8.3 市内公共交通事業者への支援　100％ 市ＨＰ
運輸交通・物流・観
光事業者

6 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○
民間保育施設等給食原材料
費高騰分負担軽減事業

Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世帯
支援

 6,591  6,590  6,590  1

①民間保育施設等も運営事業者に対して給食原材料費が高騰する状
況下においても保護者の負担を増やさずに給食の質と量を確保するた
めの支援金を支給する。（教職員分は対象外）
②補助金
③民間保育施設　１１施設（１０施設：１人当たり6,400円×1,008人、１施
設：１人当たり3,400円×41人）
④民間保育施設（１１施設）

－ － － R7.4 R8.3 市内民間保育施設等への支援　100％ 市ＨＰ
対象分野に関連しな
い

7 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 子どもの貧困対策推進事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世帯
支援

 2,345  2,342  2,342  3

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている生活が困
窮したひとり親家庭等に対し食料品を配布し、フードパントリーや子ども
食堂に対して食材の支援を行う。
②需用費（米、野菜など）
③ひとり親世帯等：米５㎏2,850円×500世帯、
　フードパントリー：野菜等72,000円×8回
　子ども食堂（５箇所）：※10ｋｇ5,700円×12回×５施設
　消耗品費2,000円
④ひとり親家庭等、フードパントリー、子ども食堂（５か所）

－ － － R7.4 R8.3 ひとり親家庭等で食料支援を希望する世
帯への配布　100％

市ＨＰ
対象分野に関連しな
い

8 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 地球温暖化対策推進事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

④省エネ家電
等への買い換
え促進による生
活者支援

 15,683  15,682  15,682  1

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている生活者
で、省エネ性能の高いエアコン、冷蔵庫等の家電へ買い替える者に対し
てその費用の一部を補助する。
②補助金
③省エネ性能の高いエアコン、冷蔵（凍）庫、テレビ、洗濯機、ＬＥＤ照明
器具への買い替え　（５～１０万円：1万円補助、１０～１５万円：２万円補
助、１５万円～：３万円補助）　３万円×480件
印刷製本費（チラシ5,000枚、ポスター50枚）150,000円
会計年度任用職員人件費（1人/週３日勤務/9:00～19：00勤務/令和７
年５月１日～10月31日）　1,132,800円（共済費等含む）
④事業（商品割引相当分を減額）に参加する市内店舗

－ ○ － R7.4 R8.3 省エネ家電への買い替えを希望する世帯
への交付　480件

市ＨＰ
省エネ家電買い替え
等

9 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ プレミアム付電子商品券事業 Ⅱ．物価高の克服 ○
③消費下支え
等を通じた生活
者支援

 64,100  63,350  63,350  750

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている生活者及
び事業者の支援を目的としてプレミアム付電子商品券を発行する。
②補助金
③PayPayプレミアムデジタル商品券
プレミアム分45,000千円（１口あたり1,500円分のプレミアム（プレミアム
率30％）がついた6,500円分のプレミアム付デジタル商品券（PayPay商
品券）を5,000円で販売）
運営費（運営会社へ委託）3,300千円
プラットフォーム手数料7,425千円（プレミアム分の15％）
販促費（ポスター等）1,913千円
広告宣伝費（説明会等）4,462千円
事務費（日高市商工会へ委託）2,000千円
　30,000口（1人５口まで購入可能）
④PayPayを利用する市民及び市内のPayPayが利用できる店舗（コンビ
ニ等一部店舗を除く）

－ － － R7.4 R8.3 プレミアム付電子商品券を必要する市民
への支援　100％

市ＨＰ
対象分野に関連しな
い

10 R6_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 学校給食費管理事業 Ⅱ．物価高の克服 ○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世帯
支援

 6,989  6,987  6,987  2

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている市立小中
学校以外の学校に通学する児童・生徒及び学校給食を喫食しない児
童・生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、無償化となる学校給
食費と同額を補助する。（教職員分は対象外）
②需用費（賄材料費）、補助金
③対象となる小学生　4,300円×51人×11月＝2,412,300円
　対象となる中学生　5,200円×80人×11月＝4,576,000円
④市立小中学校以外の学校に通学する児童・生徒及び学校給食を喫
食しない児童・生徒の保護者

－ ○ － R7.4 R8.3 対象となる児童・生徒の保護者への支援
100％

市ＨＰ 給食
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事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ２

交付限度額計

基金
事業
始期

事業
終期

総務省

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）

実施状況の公表等について（HP,広報紙な
ど）

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

Ｎｏ

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

配分予定額計

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

国

の

予

算

年

度

192,259                                                                                              

備考1
(重点支援地方交
付金の追加を踏ま
えた各省庁の通知
の発出状況に定義
されている対象分

野)

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

地

方

単

独

事

業

推奨事業メ
ニュー

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

交付対象事業の名称
経済対策等との関

係 総事業費

Ｂ Ｃ


